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女性の暮らしと生活意識データ集 2024 冊ISBN978-4-86563-103-6
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男女共同参画社会データ集 2023

例えばこんなことがわかります！最新のデータ、グラフが満載

●ISBN978-4-86563-104-3
●三冬社 編集制作部 編
●2023年12月5日発行
●A4判336頁
●定価 本体
　14,800円＋税

公共機関・大学図書館・研究室、公共図書館の必備図書

経済の長期低迷が続く日本！ 　少子化、高齢化、 
そして人口減少のすすむ日本で将来の暮らしの安心を
考えるために、幅広く資料を集めた統計データ集。

地域経済、若者の就業、国の財政、社会保障、国民生活など、日本の「少子高齢
社会」の課題について考えるためのデータが満載。国際比較も拡充。

2024

少子高齢社会
総合統計年報

都道府県別 年少人口割合の増減（2015 年→ 2020 年）

未婚男性の生涯の結婚意思
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最新トレンドから都道府県別のデータまで幅広く網羅！
● 18 歳以上の日本人が日本社会に満足している点
　 1位　良質な生活環境が整っている　40.7％
　 2 位　心と身体の健康が保たれる　19.0％
　 3 位　働きやすい環境が整っている　12.5％
● 18 歳以上の日本人が日本社会に満足していない点
　 1位　経済的なゆとりと見通しが持てない　62.5％
　 2 位　若者が社会での自立を目指しにくい　30.0％
　 3 位　子育てしにくい　27.7％
● 日本の将来推計人口（出生中位・死亡中位での推計）……
　 2020 年 1億2千6百万人　➡　2065 年 9千2百万人
● 日本の出生数の推移……1970 年 193万人　➡　2000 年 119万人　
　                     　   ➡　2022年77万人
● 日本の母親の年齢階級別、出生数の年次推移
　 25 ～ 29 歳　1985 年 68万人　➡　2022 年 20万人
　 30 ～ 34 歳　1985 年 38万人　➡　2022 年 28万人
　 35 ～ 39 歳　1985 年 9万人　➡　2022 年 18万人
　 40 ～ 44 歳　1985 年 8千人　➡　2022 年 5万人
● 2022 年の日本人の自然減少数……80万人
● 2022 年の日本人の死亡数……157万人
● 2021年の 15 歳～ 64 歳の日本と諸外国の労働力率
　 日本80.1％　米73.4％　英78.2％　独78.7％　仏73.0％
● 2021年の 65 歳以上の日本と諸外国の労働力率
　 日本25.6％　米18.9％　英10.5％　独7.5％　仏3.5％
● 2021年の日本と諸外国の１人当たりの USドルベースでの国民所得の推移
　 日本　2010 年 32.2（千USドル）　➡　2021年 28.5（千USドル）
　 米　2010 年 38.0（千USドル）　➡　2021年 56.0（千USドル）
　 英　2010 年 29.4（千USドル）　➡　2021年 35.0（千USドル）
　 独　2010 年 31.5（千USドル）　➡　2021年 39.0（千USドル）
　 仏　2010 年 30.4（千USドル）　➡　2021年 31.8（千USドル）



例えばこんなことがわかる・図表グラフが900点以上掲載
少子高齢社会に関する様々なデータがこの1冊にまとまった

三冬社ホームページには すべてのデータ集を掲載　https://www.santho.net/

マーケティング調査・企画提案・研究・経営改善のための必備図書

主な出典元：�内閣府/総務省/厚生労働省/文部科学省/国土交通省/農林水産省/財務省/消費者庁/（独）労働政策研究・研修機構/国立社会保障・�
人口問題研究所/その他団体・企業等

A4判　2023 年 10月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-103-6

女性の働き方改革、総活躍社会で、生活は改善された
のか？
女性が女性らしく暮らせる生活環境を考えるための統
計集。

女性の暮らしと生活意識
データ集 2024

A4 判　2023 年 6月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-100-5

アフターコロナで急回復するレジャー・観光！
明暗を分ける各地の観光戦略に欠かせない統計データ
集。

余暇・レジャー＆観光
総合統計 2023

A4 判　2023 年 5月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-098-5

女性の社会進出と負担の平等には何が大切か？
賃金の格差縮小やジェンダーレスな社会など、男女の
共同参画に必要な統計を集めた資料集。

男女共同参画社会
データ集 2023

A4 判　2023 年 9月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-102-9

10 年後、20 年後の介護と看護サービスの姿は？
未来の介護と看護を考えるための幅広い統計集。

介護・看護サービス
統計データ集 2024
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人口15～ 64歳人口65歳以上
人口

出典：
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統計局
「人口

推計」（
2022年 10月 1日現

在）
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の推移
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1-1-10 都道府県別
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減＞

（注）小
数点第 2位で四捨

五入する
前の数値

による差
分

出典：総
務省統計

局「（令和
2年・平成

27年）国勢
調査」

都道府県

年少人口
割合と増

減

2020年 2015年
2020年－

2015年（pt）

全
国 12.1 12.6 

-0.5

北 海 道 10.8 11.4 
-0.6

青 森 県 10.6 11.4 
-0.8

岩 手 県 11.1 11.9 
-0.8

宮 城 県 11.9 12.5 
-0.6

秋 田 県 9.7 10.5 
-0.7

山 形 県 11.3 12.1 
-0.8

福 島 県 11.5 12.1 
-0.6

茨 城 県 11.9 12.6 
-0.8

栃 木 県 12.0 12.9 
-0.9

群 馬 県 11.8 12.8 
-1.0

埼 玉 県 12.0 12.6 
-0.6

千 葉 県 11.9 12.4 
-0.5

東 京 都 11.5 11.5 
0.1

神 奈 川 県 12.0 12.6 
-0.6

新 潟 県 11.4 12.0 
-0.6

都道府県

年少人口
割合と増

減

2020年 2015年
2020年－

2015年（pt）

富 山 県 11.3 12.2 
-0.9

石 川 県 12.3 13.0 
-0.7

福 井 県 12.6 13.3 
-0.6

山 梨 県 11.6 12.4 
-0.8

長 野 県 12.1 13.0 
-0.9

岐 阜 県 12.4 13.2 
-0.8

静 岡 県 12.2 13.0 
-0.8

愛 知 県 13.3 13.8 
-0.6

三 重 県 12.2 13.0 
-0.8

滋 賀 県 13.9 14.5 
-0.7

京 都 府 11.8 12.3 
-0.5

大 阪 府 12.0 12.5 
-0.6

兵 庫 県 12.5 12.9 
-0.4

奈 良 県 11.8 12.5 
-0.7

和 歌 山 県 11.5 12.1 
-0.6

鳥 取 県 12.5 12.9 
-0.4

都道府県

年少人口
割合と増

減

2020年 2015年
2020年－

2015年（pt）

島 根 県 12.3 12.6 
-0.2

岡 山 県 12.6 13.1 
-0.5

広 島 県 12.8 13.4 
-0.5

山 口 県 11.6 12.2 
-0.6

徳 島 県 11.2 11.7 
-0.5

香 川 県 12.3 12.8 
-0.5

愛 媛 県 11.8 12.4 
-0.6

高 知 県 11.0 11.6 
-0.6

福 岡 県 13.3 13.4 
-0.1

佐 賀 県 13.6 14.0 
-0.5

長 崎 県 12.6 13.0 
-0.4

熊 本 県 13.3 13.6 
-0.2

大 分 県 12.3 12.7 
-0.4

宮 崎 県 13.3 13.7 
-0.4

鹿 児 島 県 13.3 13.5 
-0.2

沖 縄 県 16.9 17.4 
-0.5

（単位：
％）
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4 人口動態 -出生・死亡・死産
・婚姻・離婚

厚生労働省「令和4年（2022）人口動態統計（確定数）の概況」「令和4年（2022）人口動態統計月報年計（概数）の概況」「令和3

年人口動態統計（報告書）」「（令和4年・平成27年・平成17年）人口動態統計（出生）年次」「令和4年人口動態統計（死亡・婚姻）

年次」「平成30年 我が国の人口動態（平成28年までの動向）」「平成27年 我が国の人口動態（平成25年までの動向）」

1-4-1 出生・死亡・死産・婚姻・
離婚の年次推移（確定数）（

1947年～2022年）
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【2022年確定数】

出生数
770,759人

死亡数
1,569,050人

死産数
15,179胎

婚姻組数
504,930組

離婚組数
179,099組

離婚（右目盛）
婚姻（右目盛）
死産（左目盛）
死亡（左目盛）
出生（左目盛）

出生

婚姻

死産

死亡

離婚

（注）1　1992 年以前は沖縄県を含まない。

2　死産数の 1948 年、1949 年には自然死産・人工死産の不詳を含む。

出典：厚生労働省「令和 4 年（2022）人口動態統計（確定数）の概況」

1-4-2 人口動態総覧（確定数）（2
022年・2021年）

図表

注：1） 出生・死亡・自然増減・婚姻・離婚・年齢調整死亡率は人口千対、乳児死亡・新生児死亡・早期新生児死亡率は出生

千対、死産率は出産（出生＋死産）千対、周産期死亡・妊娠満 22 週以後の死産率は出産（出生 + 妊娠満 22 週以後の

死産）千対の率である。

　：2）年齢調整死亡率は、2015 年モデル人口で算出している。

出典：厚生労働省「令和 4 年（2022）人口動態統計（確定数）の概況」

実 数
率1）

2022年 2021年
対前年増減 2022年 2021年

増減数（人） 増減率（％）

出 生 （人） 770,759 811,622 △40,863 △5.0 6.3 6.6

男性
395,257 415,903 △20,646 △5.0 6.7 7.0

女性
375,502 395,719 △20,217 △5.1 6.0 6.3

死 亡 （人） 1,569,050 1,439,856 129,194 9.0 12.9 11.7

男性
799,420 738,141 61,279 8.3 13.5 12.4

女性
769,630 701,715 67,915 9.7 12.3 11.1

（再掲）乳児死亡 （人） 1,356 1,399 △43 △3.1 1.8 1.7

新生児死亡 （人） 609 658 △49 △7.4 0.8 0.8

自然増減 （人） △798,291 △628,234 △170,057 … △6.5 △5.1

死 産 （胎） 15,179 16,277 △1,098 △6.7 19.3 19.7

自然死産
7,391 8,082 △691 △8.5 9.4 9.8

人工死産
7,788 8,195 △407 △5.0 9.9 9.9

周産期死亡 （胎） 2,527 2,741 △214 △7.8 3.3 3.4

妊娠満22週以後の死産 2,061 2,235 △174 △7.8 2.7 2.7

早期新生児死亡
466 506 △40 △7.9 0.6 0.6

婚 姻 （組） 504,930 501,138 3,792 0.8 4.1 4.1

離 婚 （組） 179,099 184,384 △5,285 △2.9 1.47 1.50

2022年 2021年

合計特殊出生率 1.26 1.30

年齢調整死亡率1）2）
男性 14.4 13.6

女性 7.9 7.4

首都圏・本社移転動向（2022年）
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帝国データバンクは、2022 年に首都圏（東京・神奈川・千葉・埼玉）⇔　地方間を跨いだ「本社所在地の移転」が判明した企業（個人事業主、非営

利法人等含む）について、保有する企業概要データベースのうち業種や規模が判明している企業を対象に分析を行った。

［注 1］本社とは、実質的な本社機能（事務所など）が所在する事業所を指し、商業登記上の本店所在地と異なるケースがある。

［注 2］首都圏の企業転出・転入は、首都圏内外をまたぐ道府県との本社移転を指しており、首都圏内での県境を跨ぐ本社移転は含まれない。

7 首都圏・本社移転動向（2022年）
（株）帝国データバンク調査「首都圏・本社移転動向調査（2022年）」

2-7-1 首都圏の本社移転動向（2000年〜2022年）
図表
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2-7-2 5大都市圏の本社移転動向（2010年〜2022年）　
図表

2-7-3 首都圏外へ転出した企業の業績動向（2020年〜2022年）
図表
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（注）「大阪圏」大阪府・京都府・兵庫県・奈良県「名古屋圏」愛知県・三重県・岐阜県 （注）2022年は、2023年 1月時点で業績が判明している企業が対象2-7-4 業種別、転出・転入企業（2022年）
図表

2-7-5 業種別、首都圏からの転出企業（2022年）　
図表

（単位：社）首都圏から転出 前年比 首都圏へ転入 前年比サービス 129 -27 サービス 98 -26
製造 68 +17 卸売 41 -11
卸売 50 -10 製造 30 ∓0
小売 35 +10 小売 25 -10不動産 20 +3 建設 24 -6
建設 17 -3 不動産 23 -4その他 10 ∓0 その他 10 -5運輸・通信 6 -6 運輸・通信 7 -8

2021年に次ぐ 2番目の多さ

10年ぶり高水準

過去最多を
更新
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その他
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2 消費者物価地域差指数
総務省「小売物価統計調査（構造編）2022年（令和4年）結果」

※各地域の物価水準を全国の物価水準を100とした指数値で示したものであり、全国平均を基準（=100）とした指数を、地域別

（地方10区分、都道府県、都道府県庁所在市及び政令指定都市）に作成したもの　※本資料の注意事項 消費者物価地域差指数に

おける「総合」及び「住居」は「持家の帰属家賃」を含まない。

2-2-1 都道府県別、消費者物価地域差指数（総合）

図表
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2-2-2 都市別、消費者物価地域差指数（総合）
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3-5-5 国民負担率（対国民所得比）のOECD諸国との比較
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3-5-4 国民負担率の国際比較（主要先進国6ヵ国）

図表

（注）1　日本の 2023年度は見通し、2020年度は実績。諸外国は推計による 2020年暫定値。

2　財政収支は、一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を合わせたもの）ベース。ただし、日本については、社会保障基金を含まず、米国については、社会保障年金信託基金を含まない。

資料：日本：内閣府「国民経済計算」等、諸外国：OECD“National Accounts”、“Revenue Statistics”、“Economic Outlook 112”（2022年 11月 22日）
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1-1-26
在留外国

人数の推
移（2012年
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2年末）
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出典： 内閣府「地域社会の暮らしに関する世論調査」をもとに加工して三冬社が作成

14 地域社会の暮らしに関する意識
内閣府「地域社会の暮らしに関する世論調査」（郵送調査）
2020年10月〜12月調査、全国18歳以上の日本国籍を有する者対象　（有効回収数：人口

20万人未満の市及び町村に居住する者：

2,751名、人口20万人以上の市（東京都区部を含む）に居住する者：1,155名）　※全体
、男女、若年層（18〜39歳）の回答結果

をもとに抜粋作図をして掲載している。

2-14-2 地域での暮らしに満足していること (全体・若年層 )（複数回答）図表

（注）1　人口 20万人未満と人口 20万人以上とは、調査の設計が異なる、別々の調査であることに留意する必要がある。

2　「無回答」は図示していない
出典： 内閣府「地域社会の暮らしに関する世論調査」をもとに加工して三冬社が作成

2-14-1 地域での暮らしに対する満足度 (全体・男女・若年層）図表

人口 20万人未満 人口 20 万人以上

全体
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4 未婚者の結婚・出産に関する考え方国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査 結果の概要（独身調査）」（配布調査）
2021年6月（6月30日現在の事実を調査）調査、18歳〜54歳の未婚者対象（有効票数：7,826票）
※前回（第15回調査までは、男女ともに50歳未満が対象となっている）4-4-1 調査年別、未婚男女の生涯の結婚意思（1982年〜2021年）

図表

4-4-2 調査年別、各生活スタイルにあてはまる未婚男女の生涯の結婚意思（「いずれ結婚する
つもり」と回答した割合）（1997年〜2021年）
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注：1）職業を持つ者のみ回答（注）対象は各生活スタイルについて、各項目に「あてはまる」又は「どちらかといえばあてはまる」と回答した 18 〜 34 歳の未婚者
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（注）1　 対象は 18 〜 34 歳の未婚者。図中のマーカー上のエラーバーは 95% 信頼区間を示している。
2　不詳は非表示
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5-2-7 貯蓄現在高階級別、世帯分布（2人以上の世帯）（2022年）
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資料：総務省統計局「家計調査報告（貯蓄・負債編）2022年（令和 4年）平均結果の概要（二人以上の世帯）」5-2-8 世帯主の年齢階級別、貯蓄・負債現在高、負債保有世帯の割合（2人以上の世帯）（2022年）
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資料：総務省統計局「家計調査報告（貯蓄・負債編）2022年（令和 4年）平均結果の概要（二人以上の世帯）」5-2-9 世帯主の年齢階級別、貯蓄・負債現在高（2人以上の世帯のうち負債保有世帯）（2022年）
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資料：総務省統計局「家計調査報告（貯蓄・負債編）2022年（令和 4年）平均結果の概要（二人以上の世帯）」
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3 諸外国と日本の経済（独）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較2023」

6-3-3 諸外国と日本の国内総生産（USドル）（2010年〜2021年）

図表

6-3-4 諸外国と日本の経済活動別、国
内総生産の構成比（2021年）
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6-3-1 諸外国と日本の1人当たりの国民
所得（USドル）（2010年〜2021年）

図表

6-3-2 諸外国と日本の1人当たりの国内
総生産（USドル）（2010年〜2021年）
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資料： 日本：内閣府（2022.12）「2021年度国民経済計算」、総務省（2022.4）「人口推計（各

年 10月現在）」OECD諸国：OECD（https://stats.oecd.org/）2023年 2月現在

（注）グラフ中の記号「p」は、暫定値。
資料： 日本：内閣府（2022.12）「2021年度国民経済計算」、総務省統計局（2022.4）「人
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その他の国：UN （https://data.un.org/）2023年 1月現在

人口：IMF（https://www.imf.org/）“World Economic Outlook”2023年 1月現在
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